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（単位：千円）

【資産の部】

Ⅰ 固定資産

　　１ 有形固定資産

土地 25,965,928

　減損損失累計額 △ 134,508 25,831,420

建物 39,096,248

　減価償却累計額 △ 19,484,622

　減損損失累計額 △ 8,789 19,602,835

構築物 2,921,731

　減価償却累計額 △ 1,967,838 953,892

機械装置 718,165

　減価償却累計額 △ 599,166 118,999

工具器具備品 28,161,723

　減価償却累計額 △ 22,973,346 5,188,376

図書 3,181,597

美術品・収蔵品 31,371

船舶 38,515

　減価償却累計額 △ 38,515 0

車輌運搬具 122,702

　減価償却累計額 △ 114,164 8,537

建設仮勘定 373,396

有形固定資産合計 55,290,426

　　2 無形固定資産

特許権 35,419

借地権 590

ソフトウェア 5,971

特許権仮勘定 52,070

電話加入権 1,501

無形固定資産合計 95,553

　　3 投資その他の資産

投資有価証券 385

長期性預金 280,000

敷金 756

投資その他の資産合計 281,141

固定資産合計 55,667,121

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 6,649,311

未収学生納付金収入 52,143

　徴収不能引当金 △ 549 51,593

未収附属病院収入 3,590,030

　徴収不能引当金 △ 2,220 3,587,809

未収入金 685,697

有価証券 600,000

たな卸資産 17,427

医薬品及び診療材料 84,833

前払費用 3,882

未収収益 459

流動資産合計 11,681,015

資産合計 67,348,136

貸 借 対 照 表

（令和３年３月３１日）



【負債の部】

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

 　資産見返運営費交付金等 2,143,920

 　資産見返補助金等 1,020,774

 　資産見返寄附金 351,145

 　資産見返物品受贈額 2,831,093

　 建設仮勘定見返施設費 183,142

   特許権仮勘定見返運営費交付金等 12,867

   特許権仮勘定見返補助金 415

   特許権仮勘定見返寄附金 915 6,544,275

大学改革支援・学位授与機構債務負担金 122,356

長期寄附金債務 385

長期借入金 9,158,482

退職給付引当金 171,777

資産除去債務 131,717

長期未払金 506

長期リース債務 1,471,930

固定負債合計 17,601,430

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 523,669

寄附金債務 1,886,052

前受受託研究費 145,310

前受共同研究費 152,262

前受受託事業費等 9,786

前受金 84,115

預り科学研究費補助金等 217,828

預り金 158,970

一年以内償還予定大学改革支援・学位授与機構債務負担金 110,509

一年以内返済予定長期借入金 813,195

未払金 3,347,389

未払費用 306,478

未払消費税等 19,121

賞与引当金 194,951

リース債務 641,684

流動負債合計 8,611,327

負債合計 26,212,757

【純資産の部】

Ⅰ 資本金

政府出資金 26,518,958

　 資本金合計 26,518,958

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 25,166,020

損益外減価償却累計額 △ 16,278,351

損益外減損損失累計額 △ 143,298

損益外利息費用累計額 △ 41,162

　 資本剰余金合計 8,703,208

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 4,941,065

教育研究運営改善積立金 24,150

当期未処分利益 947,996

   (うち当期総利益） ( 947,996 ）

利益剰余金合計 5,913,211

　　　　純資産合計 41,135,378

負債純資産合計 67,348,136



（単位：千円）

経常費用

業務費

教育経費 1,404,163

研究経費 1,131,049

診療経費

　 材料費 7,469,405

　 委託費 1,144,383

　 設備関係費 3,145,254

　 研修費 2,637

　 経費 668,377 12,430,058

教育研究支援経費 427,549

受託研究費 492,927

共同研究費 184,097

受託事業費 207,335

役員人件費 93,905

教員人件費

　 常勤教員給与 7,379,916

　 非常勤教員給与 204,069 7,583,985

職員人件費

　 常勤職員給与 7,465,350

　 非常勤職員給与 2,388,871 9,854,221 33,809,293

一般管理費 1,017,632

財務費用

支払利息 76,383

為替差損 12 76,396

雑損 7,368

経常費用合計 34,910,691

経常収益

運営費交付金収益 9,701,478

授業料収益 2,738,217

入学金収益 375,314

検定料収益 78,669

施設費収益 170,599

附属病院収益 19,055,924

受託研究収益 492,689

共同研究収益 185,330

受託事業等収益 207,313

補助金等収益 1,079,617

寄附金収益 460,838

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 326,683

資産見返補助金等戻入 209,502

資産見返寄附金戻入 66,691

資産見返物品受贈額戻入 25,533

特許権仮勘定見返運営費交付金戻入 363

特許権仮勘定見返寄附金戻入 33 628,808

財務収益

受取利息 775

有価証券利息 3,600
有価証券売却益 42,325 46,700

雑益

財産貸付料収入 328,100

農場・演習林収益 27,754

大学入学共通テスト実施料収益 11,571

その他雑益 230,340 597,767

経常収益合計 35,819,271

経常利益 908,580

臨時損失

固定資産除却損 3,239

過年度診療報酬返還損 5

災害損失 27

貸倒損失 16,292 19,564

臨時利益

受取保険料 15

過年度損益修正益 56,038

資産見返運営費交付金等戻入 1,855

資産見返物品受贈額戻入 0

資産見返寄附金戻入 221

資産見返補助金等戻入 0 58,130

当期純利益 947,146

教育研究運営改善積立金取崩額 849

前中期目標期間繰越積立金取崩額 -                       
当期総利益 947,996

損 益 計 算 書

（令和２年４月１日-令和３年３月３１日）



（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 12,835,808

人件費支出 △ 18,158,489

その他の業務支出 △ 878,084

運営費交付金収入 9,895,932

授業料収入 2,477,392

入学金収入 353,063

検定料収入 78,669

附属病院収入 18,886,426

受託研究収入 432,169

共同研究収入 185,119

受託事業等収入 280,347

預り科学研究費補助金等の増減額 57,296

補助金等収入 750,520

補助金等の精算による返還金の支出 -                           

寄附金収入 553,518

その他の収入 647,103

　　　　小　計 2,725,177

国庫納付金の支払額 -                           

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,725,177

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 8,400,000

有価証券の売却による収入 643,845

有価証券の償還による収入 10,499,725

定期預金の預入れによる支出 △ 5,600,000

定期預金の払戻しによる収入 2,851,300

有形固定資産の取得による支出 △ 2,960,661

無形固定資産の取得による支出 △ 19,684

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 -                           

施設費による収入 1,388,601

施設費の精算による返還金の支出 -                           

大学改革支援・学位授与機構への納付による支出 -                           

金銭出資による支出 -                           

　　　　小　計 △ 1,596,874

利息及び配当金の受取額 6,599

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,590,274

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 259,380

長期借入金の返済による支出 △ 814,295

大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出 △ 160,480

リース債務等の返済による支出 △ 911,370

　　　　小　計 △ 1,626,766

利息の支払額 △ 76,383

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,703,150

Ⅳ 資金増加額 △ 568,247

Ⅴ 資金期首残高 3,917,558

Ⅵ 資金期末残高 3,349,311

キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日-令和３年３月３１日）



（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 947,996,250

当期総利益 947,996,250

Ⅱ 利益処分額

積立金 357,198,928

国立大学法人法第35条において準用する
独立行政法人通則法第44条第３項により
文部科学大臣の承認を受けようとする額

 　教育研究運営改善積立金 590,797,322 590,797,322 947,996,250

　利益の処分に関する書類



（単位：千円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

業務費 33,809,293

一般管理費 1,017,632

財務費用 76,396

雑損 7,368

臨時損失 19,564 34,930,255

(2) （控除）自己収入等

授業料収益 △ 2,738,217

入学金収益 △ 375,314

検定料収益 △ 78,669

附属病院収益 △ 19,055,924

受託研究収益 △ 492,689

共同研究収益 △ 185,330

受託事業等収益 △ 207,313

寄附金収益 △ 460,838

資産見返運営費交付金等戻入 △ 168,993

資産見返寄附金戻入 △ 66,691

特許権仮勘定見返運営費交付金戻入 △ 363

特許権仮勘定見返寄附金戻入 △ 33

財務収益 △ 46,700

雑益 △ 494,541

臨時利益 △ 56,496 △ 24,428,120

業務費用合計 10,502,135

Ⅱ 損益外減価償却相当額 859,247

Ⅲ 損益外減損損失相当額 23,810

Ⅳ 損益外利息費用相当額 2,871

Ⅴ 損益外除売却差額相当額 5,075

Ⅵ 引当外賞与増加見積額 △ 8,352

Ⅶ 引当外退職給付増加見積額 △ 249,191

Ⅷ 機会費用
国又は地方公共団体の無償又は減額された
使用料による貸借取引の機会費用 8,162

政府出資等の機会費用 37,953 46,116

Ⅸ （控除）国庫納付額 -                     

Ⅹ 国立大学法人等業務実施コスト 11,181,712

　国立大学法人等業務実施コスト計算書

（令和２年４月１日　-　令和３年３月３１日）



注　記　事　項

（重要な会計方針）

    国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告書」
  （国立大学法人会計基準等検討会議 平成３０年６月１１日改訂）及び「「国立大学法人会計基準」及び
  「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 令和２年１２月
   ２４日最終改訂））を適用して、財務諸表等を作成している。

 １．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

　　　原則として、期間進行基準を採用している。ただし、退職一時金に充当される運営費交付金につい

  　ては費用進行基準を、「基幹運営費交付金(機能強化経費)」及び「特殊要因運営費交付金」に充当さ

 　 れる運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い業務達成基準あるいは費用進行基準を

　　採用している。

　　　なお、「国立大学法人高知大学業務達成基準取扱要領」に基づき学長の承認を得た事業については、

　　業務達成基準を採用している。

 ２．減価償却の会計処理方法

　　(1) 有形固定資産

　　　定額法を採用している。

　　　耐用年数については、法人税法に基づく耐用年数を採用、受託研究収入等により購入した償却資産

　　については当該受託研究等の期間を耐用年数としている。

　　主な資産の耐用年数は以下のとおりである。

　　　　建　　　　　物　 　 ８～５０年

　　　　構　　築　　物　  １０～６０年

　　　　機　械　装　置　　　５～１０年

　　　　工具 器具 備品 　　 １～２０年

　　　　車 輌 運 搬 具 　　 ２～  ７年

　　　また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第84）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用

　　等（国立大学法人会計基準第90）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資

　　本剰余金から控除して表示している。

　　(2) 無形固定資産

　　　定額法を採用している。

　　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいている。

 

 ３．引当金の計上基準

　　(1) 賞与引当金及び見積額の計上基準

　　　運営費交付金で財源措置されない職員に対して、支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上して

　　いる。

　　　なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引

　　当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上している。

　　(2) 退職給付引当金及び見積額の計上基準

　　　運営費交付金で財源措置されない職員に対して、当期末における自己都合要支給額の100％を計上し

　　ている。

　　　なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国立大学法人

　　会計基準第35に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。

　　(3) 徴収不能引当金

　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

　　の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

 ４．退職給付に係る会計処理

　　(1) 職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用している。当該制度では、給与

　　と勤務時間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算

　　している。

　 （2）確定給付制度

　　　①簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　　期首における退職給付引当金　　　　　　　　162,089千円

　　　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　　　 　45,455千円

　　　　　退職給付の支払額　　　　　　　　　　　　 35,767千円

　　　　期末における退職給付引当金　　　　　　　　171,777千円

　　　②退職給付に関連する損益

　　　　簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　 　45,455千円



 ５．有価証券の評価基準及び評価方法

　　(1) 満期保有目的債券

　　　　　償却原価法（定額法）

　　(2) その他有価証券

　　　　　時価のないもの

　　　　　　移動平均法による原価法

 ６．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　  (1) 医薬品及び診療材料

　　　　　評価基準　　　　低　価　法

　　　　　評価方法　　　　移動平均法

　　　ただし、当面の間、評価方法は最終仕入原価法による。

　　(2) 貯蔵品

　　　　  評価基準　　　　低　価　法

　　　　  評価方法　　　　最終仕入原価法

 ７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

　　ている。

 ８．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法

　　(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

　　　近隣の地代や賃借料を参考に計算している。

　　(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　　　令和３年３月末における１０年国債（新発債）の利回りを参考に0.12％で計算している。
 

 ９. リース取引の会計処理

　　　リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

　　準じた会計処理によっている。

 

 １０．消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。

（注記事項）

　１．貸借対照表関係

　　　(1) 引当外退職給付引当金の見積額　　　　　　　　　　　　 　    9,032,606千円

　　　(2) 引当外賞与引当金の見積額            　　　　　　　　　　     770,348千円

　　　(3) 債務保証の総額               　　                      　    232,866千円

　　　(4) 担保に供している資産

  　　 　 土地                                                       4,299,078千円

  　　 　 建物                                                       6,874,178千円

　 　　　 担保提供資産に対応する債務残高                         　  9,971,677千円

　　　(5) 利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

　　　　①国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資

　　　　産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの（長期借入金を含む）

　　　　　　附属病院に関する借入金の元金償還額の累計　　　　　 　　 14,396,722千円

　　　　　　当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計　　　　　10,491,157千円

　　　　　　利益剰余金に与える影響額（差引き）　　　　　　　　　　　 3,905,564千円

　　　　②国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品

　　　　受贈額戻入が二重になっていることによるもの

　　　　　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経

　　　　費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計　　　 756,805千円

　　　　③国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国か

　　　　らの出資でなく譲与としたことによるもの　　　　　　　　　　     405,727千円

　　　　④国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、

　　　　国からの出資でなく譲与としたことによるもの　　　　　　　　     177,406千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,245,504千円

　　　(6) 土地の譲渡に伴う資本金の減少

　　　      該当無し



　２．損益計算書関係

　　(1) 当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

　　  ①国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産

　　  の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの（長期借入金を含む）

　　　　  附属病院に関する借入金の元金償還額　　　　　　　　　　　　  974,775千円

　　　　  当該借入金により取得した資産の減価償却費　　　　 　　 　    998,898千円

　　　　  当期総利益に与える影響額（差引き）　　　　　　　　　　　　 △24,122千円

　　  ②国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受

　　  贈額戻入が二重になっていることによるもの

　　　  法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経費

　　  に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額 　　　　　           -千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △24,122千円

　３．キャッシュ･フロー計算書関係

　　(1) 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　 　     現金及び預金勘定       　6,649,311千円

   　     定期預金　　　　　　   △3,300,000千円

　 　     資金期末残高           　3,349,311千円

　　(2) 重要な非資金取引

　　  ①現物寄附の受入による資産の取得

　　　 　 工具器具備品       　    　   35,141千円

　　　 　 図書　　 　　       　         3,983千円

　　　 　 合計　　               　　   39,124千円

　　  ②ファイナンス・リースによる資産の取得

　　　　　工具器具備品　　   　   　    25,072千円

　４．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係

　　　機会費用の計上方法は重要な会計方針に記載している。

　５．固定資産の減損

　　(1) 減損を認識した固定資産

　　(2) 翌事業年度の特定の日以降使用しない決定を行った固定資産

①使用しないという決定を行った固定資産の用途、所在、種類、帳簿価額等の概要 （単位：千円）

使用しないという
決定を行った固定資産

用途 所在 種類
使用しなくなる日にお
ける帳簿価額

附属病院棟 病院 高知県南国市岡豊町小蓮 建物・建物附属設備 135,699

第二病棟渡り廊下 病院 高知県南国市岡豊町小蓮 建物 2,566

②使用しなくなる日

③使用しないという決定を行った経緯及び理由

　医学部附属病院再開発計画の検討の結果、附属病院棟の東病棟部分を取壊し、その跡地に新病棟を建築する案を

採択し、使用しない決定を行いました。

使用しないという決定を行った固定資産 使用しなくなる日

附属病院棟及び第二病棟渡り廊下 令和３年８月（予定）



　６．重要な債務負担行為

　　(1) <岡豊団地> PFI法に基づく事業に類似するサービス事業

　（注）PFIによるサービス部分の対価の支払予定額及び収入予定額は次のとおりである。

　　・貸借対照表日後１年以内のPFIに類似する期間に係る未経過費用 … 25,806千円

　　・貸借対照表日後１年を超えるPFIに類似する期間に係る未経過費用 … 423,648千円

　　　　なお、当該支払額は改定される場合がある。

　　　　当事業について、契約先に対して建物の底地を賃貸している。

　　・当賃貸契約による貸借対照表日後１年以内のPFIに類似する期間に係る収益 … 67,812千円

　　・当賃貸契約による貸借対照表日後１年を超えるPFIに類似する期間に係る収益

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 … 1,113,247千円

　　(2) <小津団地> ライフライン再生（給排水設備等）工事

　　　　<岡豊団地> 病棟等改修工事

　７．金融商品関係

　　(1) 金融商品の状況に関する事項

　　　当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達について

　　は大学改革支援・学位授与機構からの借入れに限定している。

　　　資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基づき

　　預金及び国債を保有している。また、寄附により株式を保有しているが、寄附目的が本学の業務を

　　不当に拘束することはない。

　　　未収附属病院収入は、債権管理細則に沿ってリスク管理を行っている。

　　　大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、文部

　　科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施している。

　　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

　　　なお、時価等を把握することが極めて困難と思われる非上場株式等は、次表には含めていない。

　(*1) 負債に計上されているものは、（　）で示している。

　(*2) 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除している。

件　名 契約期間 契約金額

国立大学法人高知大学医学部附属病院
アメニティ施設整備運営事業固定資産貸付

平成31（2019）年４月１日
～令和20（2038）年８月31日

500,831千円

④回収可能サービス価額及び減損額の見込額 （単位：千円）

使用しないという
決定を行った固定資産

回収可能
サービス価額

減損見込み額

附属病院棟及び第二病棟
渡り廊下

－ 138,265138,265

使用しなくなる日における帳簿価額

（単位：千円）

貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額(*1)

（１）有価証券

　　　　譲渡性預金 600,000 600,000 - 

（２）長期性預金 280,000 280,081 81

（３）現金及び預金 6,649,311 6,649,311 - 

（４）未収附属病院収入 3,590,030 3,590,030 - 

　　　　徴収不能引当金(*2) △ 2,220 △ 2,220 - 

3,587,809 3,587,809 - 

（５）大学改革支援・学位授与機構債務負担金 (232,866) (237,957) (5,090)

（６）長期借入金 (9,971,677) (10,134,462) (162,785)

（７）リース・割賦債務 (2,114,708) (2,154,420) (39,712)

（８）未払金 (3,346,802) (3,346,802) - 

一年以内 一年超

高知大学（小津）ライフライン再生（給排水設備等）工事 大一設備（株） 223,300 133,980 -

高知大学（医病）病棟等改修工事 （株）岸之上工務店 322,300 322,300 -

高知大学（医病）病棟等改修電気設備工事 栗原工業（株） 242,000 48,400 96,800

高知大学（医病）病棟等改修機械設備工事 大一設備（株） 199,100 119,460 -

（単位：千円）

契約名称 契約の相手方 契約金額
翌期以降支払金額



　　（注）金融商品の時価の算定方法

　　　　(１) 有価証券

　　　　　譲渡性預金（貸借対照表計上額 600,000千円）については、短期間で決済されるため、時価

　　　　　は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。

　　　　(２) 長期性預金

　　　　　　これらの時価については、期間に基づく区分ごとに、新規に預金を行った場合に想定される

　　　　　預金金利で割り引いた現在価値による。

　　　　(３) 現金及び預金、並びに（４）未収附属病院収入

　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

　　　　　よる。なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保障による回収見込

　　　　　額等により、時価を算定している。

　　　　(５) 大学改革支援・学位授与機構債務負担金、（６）長期借入金及び（７）リース・割賦債務

　　　　　　これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、リース取引または割賦

　　　　　購入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定している。

　　　　　　なお、大学改革支援・学位授与機構債務負担金については一年以内償還予定額を、長期借入

　　　　　金については一年以内返済予定額を、リース・割賦債務については短期リース債務・長期

　　　　　リース債務・未払金・長期未払金のうち割賦債務に該当するものを、それぞれ含んでいる。

　　　　(８）未払金

　　　　　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。

　８．賃貸等不動産関係

　　　当法人は、高知県において、賃貸等不動産を保有しているが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏し

　　いため、注記を省略している。

　９．資産除去債務関係

　　(1) 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　　  ①当該資産除去債務の概要

　　　　石綿障害予防規則等に伴う建物のアスベスト除去費用等である。

　　　②当該資産除去債務の金額の算定方法

　　　　使用見込期間を残存耐用年数に基づいて見積り、割引率は期間に応じた国債利回りを使用して金

　　　額を計算している。

　　　③当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

　１０．重要な後発事象

　　　該当なし

変動の内容 当事業年度における総額の増減

期首残高 128,845千円　

有形固定資産の取得に伴う増加額 －千円　

時の経過による調整額 2,871千円　

資産除去債務の履行に伴う減少額 －千円　

期末残高 131,717千円　
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